
高齢者の雇用支援策の拡充について（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

提案の背景 

  
課題 

  

要望② 骨髄を提供しやすい環境づくり（ドナー休暇制度） 
（１）ドナー休暇制度を国として制度化し、企業・団体等に対して、直接導入を働きかけ

ること。 

（２）企業等がドナー休暇制度を導入しやすくするため、経営環境の整備に向けた税制上

の優遇措置や休業補償などのインセンティブが働く支援を行うこと。 

 

 

提案内容 

 
 今年度の補正予算案及び来年度の概算要求に盛り込まれている「65 歳超雇用推進助
成金（仮称） 」について、特に 70 歳以上までの定年延長や継続雇用制度を導入する
企業にとって、十分なインセンティブとなるような助成金とすること。 

 
 65 歳以上の高年齢離職者の新規雇用促進を目的とした高年齢者雇用開発特別
奨励金 について、拡充を行うこと。 

（※現行は、１人当たり最大 70万円支給） 

神奈川県資料① 

 

～65歳 

16.6% 

～70歳 

16.6% 

～75歳 

7.1% 

～80歳 

2.7% 

働けるうちはいつま

でも, 28.9% 

仕事をしたいと思わな

い, 10.6% 

その他 

17.5% 

※出典：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（平成 26 年）、対象は全国 60歳以上の男女 

 

 働く意欲のある高齢者が活躍できる環境になっていない 
 

 

【人生 100 歳時代の設計図】 

企業における高齢者雇用の状況 

【人生 100 歳時代の到来】 

【７割以上の高齢者（71.9%）が 65 歳以上までの就労を希望】 

 働き方改革の一環として、企業の自発的な動きが広がるよう、 
企業に対する雇用支援策の拡充が必要！ 

 

継続 
雇用 

 

高齢者の雇用支援策の拡充について（案） 

～人生 100 歳時代の到来に向けて～ 

 

高年齢者に合わせた補助業務の切出し

や短時間勤務等、柔軟な働き方が可能

となる制度が必要。 

 

(72.5%) 

(20.1%) 
65歳以上まで働ける企業 70歳以上まで働ける企業 

約 11万社 

約３万社 

 約1/3に減少！ 

希望者全員が 65歳 
以上まで働ける企業 

70 歳以上まで 
働ける企業 

 

81,267件 

65歳以上新規求職申込件数 就職件数 

441,465件  
就職に結びつ
いたのは２割
未満！ 

 
65 歳以上 
新規求職申込件数 

就職件数 

継続雇用の状況（厚労省調べ、H27.6.1時点） 

 

 
 

新規 
雇用 

新規雇用の状況（厚労省調べ、H27年計） 

 

 
 

介護、保育、運輸等 

有効求人倍率が高い分野 
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100歳以上の人口の推移・推計 

 2010年には1963年の 
約300倍！(約4.5万人) 

 2050年には1963年の 
約4,600倍！(約70万人) 

142人に１人 

 

 
 

 

 

 

働く意欲と能力のある高年齢者が、年齢に関係なく生涯現役で活躍し
続けられるような雇用・就業環境を整えていくことが必要不可欠！ 

人件費や制度導入等の負担が大きい 

 
求人企業側の取組が不十分 

出典：住民基本台帳による都道府県からの報告  国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」 

※ 

※ 

（※希望者全員を継続雇用することとした場合、一社当たり 

 

66～69歳：60万円 

70歳以上：80万円 
の助成を想定） 

〔提案①〕65歳超雇用推進助成金（仮称）の充実 

〔提案②〕高年齢者雇用開発特別奨励金の助成額の拡充 
 


